
   南三陸町若者定住マイホーム取得促進事業補助金交付要綱 

 

制定 平成３０年 ３月３０日 南三陸町告示第３３号 

令和 ２年 ３月２０日 南三陸町告示第３４号 

令和 ５年１２月２５日 南三陸町告示第９９号 

 

 （趣旨） 

第１条 若い世代の定住を促進し、地域の活性化を図るため、新たに住宅を取得する若

者世帯の住環境整備に対する支援を目的として、予算の範囲内において、南三陸町若

者定住マイホーム取得促進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものと

し、その交付等に関しては、南三陸町補助金等交付規則（平成１７年南三陸町規則第

３３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによ

る。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

 （１） 定住 町内に５年以上生活（転勤、就学等に伴う一時的な生活を除く。）の

本拠を置くことをいう。 

 （２） 住宅 自己の居住の用に供し、生活するために必要な居室、台所、トイレ、

浴室等を有する一戸建てであって、居住部分の延べ面積が５０平方メートル以

上の建物をいう。 

 （３） 建築 住宅を新築し、又は建売住宅を取得（当該建売住宅の完成後最初の取

得に限る。）することをいう。 

 （４） 若者世帯 住宅の建築に係る工事請負契約又は不動産売買契約の締結時にお

いて、世帯主及びその配偶者の年齢が４０歳に到達していない者で構成される

世帯をいう。 

 （補助の対象としない住宅の建築） 

第３条 次に掲げる場合は、補助の対象としない。 

 （１） 当該住宅の建築が公共事業の施行に伴う補償費の対象となる場合 

 （２） 当該住宅の建築が建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に違反する場合 

 （３） 当該住宅の建築が東日本大震災における被災者の住宅再建に対する補助を受

けて行われるものである場合 

 （補助金の交付対象者） 



第４条 補助金の交付対象者は、定住の意思をもって住宅を建築した若者世帯の世帯主

であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 （１） 建築した住宅の登記簿謄本に記載の所有権持分（補助金の交付を受ける者及

びその配偶者の所有持分を合算した持分）が５割以上であること。 

 （２） 補助金の交付に係る年度の前年度に納付すべき市区町村の税（市区町村民税、

固定資産税、軽自動車税及び国民健康保険税又は国民健康保険料をいう。以下

同じ。）を滞納をしていない者であること。 

 （３） 南三陸町暴力団排除条例（平成２４年南三陸町条例第３０号）第２条第４号

に規定する暴力団員等でないこと。 

 （補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、住宅の建築に

要する費用のうち、次に掲げる費用を除いた経費とする。 

（１） 土地の取得に要する費用 

（２） 外構工事に要する費用 

（３） 仮住居等の使用に要する費用 

（４） 家具、家電製品等の購入に要する費用 

（５） その他町長が住宅の建築に必要がないと認める費用 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に１０分の１を乗じて得た額とし、１００万円を

上限とする。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てる。 

 （交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、住宅の建築

に係る契約の締結日から起算して１年以内に、南三陸町若者定住マイホーム取得促進

事業補助金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）により、町長に申請

しなければならない。 

２ 申請書に添付する書類は、次のとおりとする。 

 （１） 世帯全員分の住民票の写し 

 （２） 工事請負契約書又は不動産売買契約書の写し 

 （３） 住宅の平面図（延べ面積が分かるもの） 

 （４） 世帯全員分の補助金の交付に係る年度の前年度に納付すべき市区町村の税に

滞納がないことを証する書類 



 （５） 誓約書兼同意書（様式第２号） 

 （６） その他町長が必要と認める書類 

 （交付の決定及び通知） 

第８条 町長は、前条の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、補助金の交

付の適否を決定するものとする。 

２ 町長は、前項の審査の結果、補助金の交付が適当と認めたときは様式第３号により、

補助金の交付が適当でないと認めたときは様式第４号により、申請者に通知するもの

とする。 

 （補助金の概算払の請求） 

第９条 補助金の交付の決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）は、必要

があるときは、規則第５条第１項又は第２項の規定により交付の決定のあった額の５

分の４の範囲内で、規則第１５条第２項の規定による補助金の概算払による交付を求

めることができる。 

２ 前項の規定により補助金の概算払による交付を求める補助事業者は、規則第１５条

第３項の規定により、様式第５号による概算払請求書を町長に提出しなければならな

い。 

 （軽微な変更） 

第１０条 規則第６条第１項第１号に規定する軽微な変更は、補助対象経費の２割未満

の変更とする。 

 （実績報告） 

第１１条 補助事業者は、第８条の交付決定を受けた日の属する年度の３月３１日又は

町長が指定する日までに、南三陸町若者定住マイホーム取得促進事業補助金実績報告

書（様式第６号。以下「実績報告書」という。）を町長に提出しなければならない。 

２ 実績報告書に添付する書類は、次のとおりとする。 

 （１） 住宅及び土地の登記事項証明書の写し 

 （２） 住宅の建築に要した費用に係る領収書の写し 

 （３） 検査済証の写し 

 （４） 住宅の完成写真 

 （５） 世帯全員分の住民票の写し（当該住宅への補助事業者の居住が確認できるも

のに限る。） 

 （６） その他町長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第１２条 町長は、実績報告書の提出があったときは、実績報告書に記載のあった内容



等を審査し、規則第１４条の規定による補助金の額の確定を行うものとする。 

２ 規則第１４条に規定する通知は、様式第７号によるものとする。 

 （補助金の交付） 

第１３条 町長は、前条第１項の規定による補助金の額の確定後において、当該額と規

則第１５条第２項の規定により交付した額との差額を交付するものとする。 

 （補助金の返還） 

第１４条 規則第１７条第１項又は第２項の規定により補助金の返還を命ずるときは、

様式第８号によるものとする。 

 （その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則（令和２年告示第３４号） 

 この告示は、令和２年３月２０日から施行する。 

   附 則（令和５年告示第９９号） 

 この告示は、令和６年１月１日から施行する。 


